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１ 議長あいさつ
２ 国の動向及び対応について
３ デジタル関連の県の取組状況等について
４ 意見交換



デジタル人材の確保

自治体ＤＸ推進計画の改定について

・外部人材が備えておくことが望ましいスキル・経験を類型化した「自治体DX外部人材スキル標準」を策定すると
ともに、外部人材の確保支援の取組について追記。

・外部人材のシェアリング支援や外部人材と市町村のマッチング機能の強化策等について追記。

・「自治体DX外部人材スキル標準」に基づき、国が民間人材を公募し、自治体の業務について研修を実施した上
で、その人材をリスト化。リストについてホームページ等に掲載し、自治体に周知していく。

・都道府県や複数市町間で確保した外部人材を共有する仕組みについて、先行団体に課題や手順、外部人材
の働き方や勤務環境の設定などのノウハウを聴取して整理する。また、今後取り組む意向のある団体を選定し、伴
奏支援を行う。

➡２０２３年度にモデル地域を選定してＩＴ人材の自治体間共有を実施

〈外部人材の確保支援の取組〉

〈外部人材のシェアリング支援〉

（イメージ：外部デジタル人材の確保支援の取組） （自治体DX推進のための外部人材スキル標準抜粋）

人物像 役割

プロデュー
サー

全庁的な自治体DXの企
画・推進

自治体DXの推進に向け、組織の
機運醸成・職員の意識改革を図
る 等

プロジェクト
マネージャー

自治体DXを実現するため
の各プロジェクトの企画・推
進

プロジェクトを管理し、そのスケ
ジュール、コスト、品質等を管理す
る 等

サービス
デザイナー

各プロジェクトにおけるサー
ビス・業務の設計

利用者にとって使いやすい行政
サービスを実現する 等

エンジニア 各プロジェクトにおけるサー
ビス・業務の実装

適切なデジタルツールを実装するこ
とにより、業務の効率化や住民の
利便性向上を実現する 等

資料１

１



デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し

「デジタル原則に照らした一括見直しプラン」の方向性を踏まえ、自治体における自主的な取組の推進方策
の追記。

・今後、調査会が公表するマニュアル等や国における取組状況を参考にしながら、条例・規制等の点検・見直しを
実施することが望ましい。

・調査会においては、経済界から寄せられた要望等を踏まえ、書面・対面の行政手続きの見直しについて検討して
おり、地方公共団体においても適切に対応することが求められる。

国においては令和４年12月末までに、以下の内容を含めた地方公共団体向けのマニュアル等を公表予定。

・ デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直しに関する手順案
・ 先進的な取組事例の紹介
・ 国の法令等の点検・見直しの概要

〈デジタル原則に照らした一括見直しプラン〉
デジタル原則に沿って、代表的なアナログ規制である７項目（※）を横断的に見直し、３年間（R4.7～R7.6）
で規制・制度のデジタル原則への適合の実現を目指す。

今後の対応

・デジタル人材の確保については、デジタル・ガバメント構築支援事業に対する市町のご意見や、国の具体的な

支援内容等を踏まえ、個別テーマに応じた人材の確保・共有（県・市町）等の検討を行う。

・デジタル原則に基づく規制の点検・見直しについては、本年１２月に国が策定・公表するマニュアル等を参考に
取組を進めることとし、適宜、国の見直し結果や県の取組状況等について情報共有を図る。

※①目視規制、②実地監査規制、③定期検査・点検規制、④常駐、専任規制、⑤対面講習規制、
⑥書面掲示規制、⑦往訪閲覧縦覧規制

（国の支援策）

２

資料１



国の動向

情報システムの標準化・共通化について

○地方公共団体情報システム標準化基本方針 ➡策定予定：R4.9下旬

○機能標準化基準（２０業務の標準仕様書） 《R4.8までに公表済》

○共通標準化基準

情報システム共通機能標準仕様書 《策定R4.8》
標準準拠システムに必要な機能のうち、複数の標準準拠システムに共通する機能要件（申請管理・庁内データ連携・住登外者宛名

番号管理・団体内統合宛名・ EUC(基幹業務システムのデータ抽出、分析、加工、出力)）を規定

情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書 《策定R4.8》
機能標準化基準を実現するために必要なデータのレイアウト、標準準拠システムからデータ連携するための要件と連携方式を規定

情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準 ➡策定予定：R4.9下旬
標準準拠システム及び関連システムをガバメントクラウド上で運用管理する場合の責任分界の基準を提示

情報セキュリティポリシーに関するガイドライン 《改定R4.3》 ➡改定予定：年度内

情報システム非機能要件の標準 《改定R4.8》
基幹業務システムの可用性、性能・拡張性、運用・保守性、移行性、セキュリティ、システム環境・エコロジーに係る要件を規定

＜自治体ＤＸ推進手順書＞
情報システムの標準化・共通化に係る手順書 《策定R3.7》 ➡改定予定：秋頃

○標準化PMOツールの提供

国が構築し、各自治体における移行作業の進捗状況等の把握・助言や情報共有等を実施
➡ ６月末時点から、毎月、進捗状況を国へ報告

資料２
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今後の対応

ワーキンググループの取組

○ 国の動向等の情報共有（基本方針説明会の開催や意見照会等）
○ 標準化ＰＭＯツールの利活用、ステータスの登録（20業務毎の40ステップ）

市町 対象業務 完了済みステップ

下関市 20業務 計画立案フェーズ①推進体制の立ち上げ

山口市 20業務 計画立案フェーズ②―２現行システムの概要調査「連携一覧の調査・作成」

萩市 20業務 計画立案フェーズ①推進体制の立ち上げ

岩国市 20業務 計画立案フェーズ①推進体制の立ち上げ

光市 20業務 計画立案フェーズ①推進体制の立ち上げ

田布施町 18業務 計画立案フェーズ②―１現行システムの概要調査「現行システム環境の基礎調査」

≪参考：市町の進捗状況≫ ※７月末時点

資料２

２業務
対象外

○ システム移行に当たって、市町から大きな懸念がある事項について、知事会等を通じ国へ
要請

・既存システムの整理に要する経費を含め、移行に伴う経費増大に対する確実な財政措置
・地方との協議を踏まえた、ガバメントクラウド及びネットワーク利用料の適切な設定 等

○ 今後、システム移行が本格化する中、市町のご意見等を踏まえ、共通的な課題に対する
研修会の開催など、専門的な相談対応の充実を検討

４



行政手続のオンライン化について
資料３

項目／年月
２０２２年（令和４年） ２０２３年（令和５年）

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

特に国民の利便性向上に
資する手続

子育て関係１５手続
介護関係１１手続

被災者支援関係１手続

転出届・転入予約手続
（引越しワンストップサービス）

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
で
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化
実
現

申請締切：デジタル基盤改革支援補助金
（令和4年10月末）

～R4.11
マイナポータル申請管理の利用申請

～R5.1
住民記録システムの改修等 説明会／

テスト
受付開始

① 国の『クラウド型被災者支援システム（R4年度～）』を利用して
オンライン化

② 各自治体で導入中の被災者支援システムを利用してオンライン化

４年度末
まで

試行運用 本番運用開始

ガイド
ライン
発出

（引越しポータル）

デジタル庁・民間事業者による開発
５

マイナポータルでのオンライン手続を作成

1．スケジュール



市町名
マイナポータル
利用手続数

子育て・介護関係
エンドトゥエンド接続検討状況

被災者支援関係
オンライン化実施方法

転出届・転入予約
進捗状況

下関市 ８手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

住民記録システム
改修中

宇部市 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

山口市 ２２手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

萩市 １手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

防府市 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

下松市 ５手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等) 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

岩国市 ３手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等)

光市 １２手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等)

長門市 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

柳井市 ０手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等)

美祢市 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 自治体被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

周南市 ９手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

山陽小野田市 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

周防大島町 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信 国の被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

和木町 １０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

上関町 ０手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等)

田布施町 ０手続 (ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系へ手入力又はRPA等) 国の被災者支援ｼｽﾃﾑを利用

平生町 ０手続 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ系まで特定通信

阿武町 ０手続 ６

《参考》 オンライン化の進捗状況等（令和４年９月時点）
資料３



３．今後の対応

２．ワーキンググループの取組状況

・令和４年９月 マイナンバー利用事務系からマイナポータルへのデータの
アップロードに係る標準的なシステム構成例の追記

・令和４年秋頃 （ ガバクラが提供する共通機能の標準仕様等を踏まえ改定 ）

令和４年度末までのオンライン化に向けて、オンライン化予定のない又は検討中の市町については、
別途ヒアリング等を行い、必要に応じて個別に支援策を検討

○ 第１回ワーキンググループ会議（R4.5.19）
・山口県デジタル・ガバメント構築支援事業の支援内容について
（オンライン手続作成支援、連携サーバ等の調達仕様や予定価格への助言）

・転出・転入予約オンライン化実現に関するスケジュールについて

・県電子申請システム等の共同利用加入時における市町協議の廃止について

○ マイナポータル（ぴったりサービス）研修会（R4.8.3）
手続担当者を対象にオンライン手続作成に関する研修会を開催

○ 国への照会事項等の情報共有（随時）
各市町から寄せられた質問（補助金交付要件等）を国へ照会・情報共有

７

『自治体ＤＸ推進手順書（行政手続オンライン化分）』の改定予定

資料３



マイナンバーカードの普及促進について

マイナンバーカードの交付状況（令和４年８月末現在）

➣ 県内外の優れた取組事例を積極的に取り入れ、全県的にマイナンバーカードの取得を
更に推進していくことが必要

山口県交付率
４8.9％ 全国７位
（全国平均：47.4％）

【R4.8.31】 48.9％
↑ 1.14倍

【R4.1.1】 42.8％

一方で、市町ごとの交
付率には、最大25ポ
イント以上の差がある
状況

８

資料４



県内での取組事例（防府市の例）

防府市におけるマイナンバーカード普及促進の取組について

（１）臨時窓口の開設
・日曜窓口の開設（令和３年１月～）
※窓口開設のない日は商業施設で出張申請を実施

（２）出張申請窓口の開設
・商業施設（令和３年１月～：ゆめタウン防府）
※令和４年８～９月は土日祝日に出張申請受付

・期日前投票所（令和３年１０月～：ゆめタウン防府）
・確定申告会場（令和４年２月）
・市内公民館での出張申請強化（高齢者申請機会創出：月４回→月９回に増加）
・ワクチン接種会場

（３）各年代を捉えた申請会場の設置
・「笑顔満開通りルルサス文化センター」に常設のマイナンバーカード申請特設会場開設
（令和４年９月）
※高校生専用の学習室を兼ねた会場を活用し、高校生へ申請勧奨

・市内事業所への個別出張申請受付
・高齢者向けスマホ教室でマイナポータルとマイナンバーカードの内容について説明を実施

（４）マイナンバーカードによるデジタル化の推進（予定）
・本庁に自動交付機を設置し、マイナンバーカードを利用した証明交付手数料を減額
（令和４年１０月～）

交付率 ４８.３％ ➡ ５４.６％
申請率 ５４.９％ ➡ ６３.６％

(R3.12.31) (R4. 8.31)

資料４

９



（５）市民への広報・周知
・商工会議所を通じた中小企業の申請斡旋
・市広報にマイナンバーカードの交付申請方法を掲載

防府市広報８月１日号

資料４
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県内での取組事例（岩国市・田布施町の例）

オンラインタブレットを活用した申請支援窓口の導入

【岩国市】（令和４年９月～：実証実験）

・商業施設にオンラインタブレットを活用した常設型窓口を設置
・オペレーターによるヒアリング・代理入力により、マイナンバー
カードの交付申請及びマイナポイントの申込を支援

・商業施設に常設型窓口を設置することで、閉庁時間となる
土日祝日や夕方以降も受付

➡職員の対応が必要なマイナンバーカードの交付事務や出張
申請窓口等への人員配置の強化が見込まれる

【田布施町】（令和４年７月～）

・庁舎内にオンラインタブレットを活用した常設型窓口を設置
・オペレーターによるヒアリング・代理入力により、マイナポイント
の申込手続きを補助

➡マイナンバーカードの交付申請及び交付の窓口との分離に
より、窓口の混雑緩和及び待ち時間の軽減が図られた

岩国市_ゆめタウン南岩国

田布施町_田布施町役場内

資料４
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山口県での取組事例

行政書士会と美祢市・宇部市・山口市の協力の
もと、山口県総合交通センター（免許センター）
でマイナンバーカード出張申請窓口を設置

・美祢市 ８月１５日

・宇部市 ９月 ４日

・山口市 ９月２１日

資料４
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県外での取組事例

大阪府大阪市

・市内企業等を対象に企業等一括申請方式を実施
・大阪市外在住者も本人確認の実施して申請を受け付け、後日住

所地自治体から郵送によりカード交付
・実施にあたって大阪府を通じて府内自治体へ協力依頼

岡山県高梁市

・地域経済支援及びマイナンバーカード普及促進を目的に商品券
（3,000円分）を先着1万名に配布

・市内商業施設や郵便局等で出張申請を実施
・体の不自由な方等を対象に個人宅訪問を実施

鳥取県智頭町

・通信機能を充実させた車「コネクテッドカー」を導入し、出張型行政
サービスを提供

・窓口への来庁が困難な高齢者等に対する支援として、住民が病
院と連携した介護予防システムやマイナンバーカードの交付申請
受付などに活用

沖縄県北谷町

・マイナンバーカード取得者を対象に抽選で町内ホテル宿泊券・ペア
ランチ券を贈呈するキャンペーンを実施

・申請受付業務を業務委託し、商業施設等での出張申請や窓口
申請を拡大

資料４
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マイナンバーカード普及に向けた国の取組
資料４
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令和４年度 各省庁及び政府広報の全体スケジュール（四位一体）

○マイナポイントのカード申請期限（9月末）

○ふるさと納税駆け込み（年末）、マイナポイント申込期限（2月末）や確定申告
（～3月末）などを広報のピークとして設定し、時期を踏まえ、広報を効果的に実施

資料４
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マイナポイント第2弾

制度概要
「マイナンバーカードの普及を促進するとともに、消費喚起や生活の質の向上につなげるために、マイナンバーカードを活用
して、幅広いサービスや商品の購入などに利用できるマイナポイント（1人当たり最大2万円相当）を付与する」（「コロ
ナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定））

資料４
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マイナンバーカード普及に向けた山口県の広報の概要

マイナポイント第２弾を契機としたマイナンバーカードの普及促進を図るため、各種メディアを
活用して広報を実施

戸別配布等の無料情報紙へ広告掲載

配布エリアの自治体の窓口情報を含めた広告を５紙９版に掲載

ほっぷ山口版8/5号
（山口市の窓口情報を掲載）

SUNDAY下関版8/6号
（下関市・長門市の窓口情報を掲載）

資料４
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YouTube・TV CM

○YouTube動画広告を配信
20代、30～40代、50～60代の各年代向けにマイナンバーカードの取得を
呼びかける動画広告を制作し、ターゲット別にYouTubeで配信

（配信期間：R4.8.15～R4.9.30）

○県内民放３局（TYS・YAB・KRY）でテレビCMとして放送
（放送期間：R4.9.15～R4.9.25）

≪20代向け≫ ≪30～40代向け≫

≪50～60代向け≫

資料４
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各種県広報メディア等を活用した広報

○県広報ふれあい山口８月号掲載 ○県政放送「県からのお知らせ」

・TYS ９月３日

・YAB ９月１２日、９月１９日

・KRY ９月１８日、９月２５日

○県ホームページにマイナンバー及び
マイナポイント第２弾のページを
公開

○各県民局にマイナポイント
第２弾リーフレットを設置

資料４
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１ 議長あいさつ
２ 国の動向及び対応について
３ デジタル関連の県の取組状況等について
４ 意見交換



ＤＸ推進官民協働フォーラム 「デジテック for YAMAGUCHI」

やまぐちＤＸ推進事業の取組状況について

発 足 日 令和３年６月１０日

会 員 数 ７６６
（個人６３４名、法人１３２団体）

目指す姿
会員同士の交流・共創を通じた
持続可能な課題解決コミュニティ

活動目標 共に考え、挑戦し、克服する

（令和４年７月末現在）

⇒ 会員同士の課題解決に向けた共創活動が実装へ

✓ 市民エンジニアが開発したレノファプロジェクトアプリ（駐車場可視化サイト）を４月に実装
✓ 新たなプロジェクトメンバーを加え、アプリのさらなる改善に向けた取組がスタート
✓ 来年度からはレノファ山口がアプリを引き継ぎ、運用予定

資料５

20



やまぐちDX推進拠点「Ｙ－ＢＡＳＥ」を核としたＤＸの推進

✓ Ｙ－ＢＡＳＥを核とした全県的なＤＸ推進に
向けた取組をさらに強化するため、意欲ある市町と
連携してサテライト機能を構築

⇒ ５月、「うべスタートアップ」を「Ｙ－ＢＡＳＥ・

宇部ブランチ」として開設

✓ これまでＤＸコンサルで９６件のプロジェクト
が立ち上がり、３４件が課題解決

✓ 利用者満足度は累計で９６．１％

✓ Ｙ－ＢＡＳＥの利活用を促進するため、Ｄ
Ｘに関する相談対応や技術支援の事例を紹
介・普及

⇒ ７月から事例紹介サイト公開

順次掲載事例
拡充予定

資料５
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シビックテックの推進

✓ 令和３年度の実証が以下の成果に発展

①県内全６町における導入に向けた実証に発展

⇒ ８月、山口県町村会等と協定を締結し、横展開
タイプの実証をスタート

②今年度からの実装に発展

⇒ 「粗大ごみ収集予約
システム」の運用開始

✓ スタートアップ企業等と行政・県民が協働し
て、地域・行政課題を解決する「シビックテッ
ク チャレンジ YAMAGUCHI」を実施

⇒８課題に対して４０社が応募

粗大ごみの戸別収集を、スマート
フォンやパソコンからインターネットで
申し込むことが可能で、手数料の支
払いも、窓口に出向かずにクレジット
カードで支払うことが可能

発話内容をリアルタイムに文字に起こし画面に表示することで聴力の
弱い住民等とのコミュニケーションを支援

資料５
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✓ デジタル機器の活用に不安のある高齢者等がデジタルの『楽しさ』や『利便性』を理解し、より豊かな生
活を実現できるよう、スマートフォン等を活用した効果的な事業を実施

✓ 市町や事業者が取り組む独自のデジタルデバイド対策を支援

■ デジタルデバイド対策事業（予算：9,938千円）
携帯事業者及び市町が提案するデジタルデバイド解消に向けた事業を支援

【市町提案型】
デジタルデバイド対策としてデジタルの『楽しさ』や『便利さ』が伝わる市町独自の取組に対し補助
≪支援事業の一例≫
スマホ講座、デジタル活用リーダー育成講座、スマホ相談会、ＱＲコードパンフレット作成

【事業者提案型】
事業者からの提案による、デジタル初心者でも生活に取り入れやすいスマートフォン等を活用した
先導的な事業を市町と連携して実施
≪検討中の事業例≫
○ 高齢者を対象にした「eスポーツ」の体験イベント
〇 スマホの道案内機能を使ったウォーキングイベント
〇 キャッシュレス決済サービスの体験教室 等

デジタルデバイド対策事業について
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ワーキンググループの取組について

県・市町におけるＲＰＡ等の共同利用について

ワーキンググループ主体で、ＲＰＡ導入を検討する業務の掘り起こし調査、

業務ヒアリングを実施し、ＲＰＡ導入効果が高い５業務を選定

＜令和４年度選定業務＞

令和４年度は新たにマイナンバー系も実証

⇒ 各市町が５つのグループに分かれて、シナリオ作成を実施

○今後のスケジュール

～１２月 グループごとに自動化シナリオの作成

～ ２月 効果検証の実施（できたシナリオから随時）

２月 事業成果報告会の実施（Ｗｅｂ開催）

～ ３月 翌年度以降の導入に向けた課題・対応策の整理

区分 業務名 役割分担（グループ）

マイナンバー系

① 主治医意見書作成依頼業務 光市・長門市・周南市・山陽小野田市

② 国民健康保険申請書入力業務 山口市・岩国市・平生町・阿武町

③ 法人市民税報告書入力業務 下関市・萩市・下松市・柳井市

ＬＧＷＡＮ系
④ 給与・賞与計算入力業務 周防大島町・田布施町

⑤ 会計年度任用職員の勤怠管理業務 宇部市・防府市・美祢市・和木町・上関町

資料５
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今後の取組

取組状況

○ 引き続き、各市町における個別の相談に対応するとともに、共通的な課題に
対する全市町を対象とした全体研修会を開催

・オープンデータ、データ利活用に関する研修会（10月予定）

○ ＢＯＸ等を活用し、提供した資料の共有を行う

デジタル・ガバメント構築支援事業の取組状況について

令和４年８月末時点、１８市町・６１件の相談対応

《 情報システム標準化関連 》
・標準準拠システム構築に係るＲＦＩの事例提供及びFit&Gapの進め方の助言

《 行政手続オンライン化関連 》
・行政手続オンライン化の検討手順、検討方法等の助言
・ぴったりサービス操作研修会（オンライン）の実施 ⇒ e-Learning掲載

《 その他DX推進関連 》
・ＤＸ推進計画の策定に向けた他自治体事例の提供及び検討方法の助言
・庁内システム導入に向けた調達仕様書の検証
・ＲＰＡ対象業務の事例紹介や選定手順の助言
・情報セキュリティポリシーの改訂に向けた助言

資料５
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情報共有の方法

県・市町の情報共有について（ＬｏＧｏチャット）

○ 専用トークルーム『山口県デジタル・ガバメント構築連携会議』を整備

県及び全市町の情報政策担当課職員が参加、チャットのやり取りが可能

⇒ 令和４年９月時点、県及び１９市町・延べ約７０名が参加

（専用トークルーム以外にも、個別（１対１）のやり取りも可能）

○ 参考資料の共有について

自治体ごとに専用トークルーム内の「ノート」機能を用いて、構築連携会議で紹介した

取組や、その他独自の取組等について可能な範囲で資料を共有

※外部への公開厳禁（既存資料の利用可）

ＬｏＧｏチャット（LGWAN-ASP）のメッセージ機能やノート機能等を活用して県・市町
間で、デジタル・ガバメント推進に向けた取組のスムーズな情報共有を図る。

『メッセージ』箇所

資料５
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『ノート』箇所
・連携会議で紹介した取組
・他市町に紹介したい取組

等



改訂の趣旨
✓ 現行方針は、令和３年３月、コロナ禍による社会全体のデジタル化の動きなどを背景に、県

の取組の基本的な考え方等を示すものとして、「やまぐち維新プラン」の計画終期となる令和

４年度までを対象期間に策定した。

✓ 県では、新たな県の総合計画「やまぐち未来維新プラン」を策定中であり、国においても「デジ

タル田園都市国家構想基本方針」を策定し、それに基づく総合戦略の策定等も予定されて

いることから、それらを踏まえ、現行方針を改訂する。

✓ さらに、県議会「人にやさしいデジタル社会実現特別委員会」の政策提言が、今後取りまとめ

られる予定であることから、方針の改訂にあたっては、この提言を踏まえた取組等も盛り込むこ

ととする。

対象期間

✓ 「やまぐち未来維新プラン」に合わせ、令和４年度（2022年度）

から令和８年度（2026年）までの５年間とし、必要に応じて

見直しを行う。

『やまぐちデジタル改革基本方針』の改訂について
資料５
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改訂にあたっての基本的考え方
✓ 「デジタル社会のビジョン」、「改革の基本姿勢」、「施策の３つの柱」は、現行方針を維持

✓ これまでの改革の取組や成果を活かし、その更なる深化・発展を図るとともに、新たな地域課
題や社会の変化、デジタル技術の進展等を的確に捉えて、新たな取組を構築

《留意すべき事項》

➢ 「やまぐち未来維新プラン」の取組の方向性やその内容等を反映

➢ 国の「デジタル田園都市国家構想基本方針」や「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
等に基づく取組と連携

➢ 県議会「人にやさしいデジタル社会実現特別委員会」の提言を踏まえた取組等の盛り込み

✓ なお、改訂に当たっては、ＣＩＯ補佐官とのこれまでの「ＣＩＯミーティング」で蓄積された
知見を反映するとともに、新たな方針案について提言を得る

今後のスケジュール（案）
令和４年度（2022年度）中に改訂

《参考》 令和４年12月頃までに予定されているもの

➢ 「やまぐち未来維新プラン」の策定

➢ 国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）」の策定

➢ 県議会「人にやさしいデジタル社会実現特別委員会」からの提言

資料５
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１ 議長あいさつ
２ 国の動向及び対応について
３ デジタル関連の県の取組状況等について
４ 意見交換


